第一種電気工事士免状の交付申請について（試験合格の場合）
１.申請対象者
　・第一種電気工事士試験に合格し、必要な実務経験の証明を受けた島根県内に住民票をお持ちの方
２．提出書類等
(1) 電気工事士免状交付申請書（様式１）
・電気工事士免状を受ける資格は１に○印を付けてください。
(2) 第一種電気工事士試験結果通知書（本書）または合格証（写し）
(3) 実務経験証明書（様式２）、実務経験に必要な資格証（写し）
  　　・実務経験を積まれた設備ごとに記入例に従い記入してください。
・複数区分の工事で実務経験を証明する場合には、該当区分すべてについて記入してください。
・一般用電気工作物の工事での実務経験証明の方は「第二種電気工事士免状」の写しを、５００ｋＷ未満の自家用電気工作物の工事で実務経験証明の方は「認定電気工事従事者証」の写しを添付してください。
(4) カラー写真１枚（貼らずに提出）
・申請書提出前６か月以内に上半身、無帽、無背景で正面から撮影した縦４㎝、横３㎝のもので、裏面に氏名を記載してください。
(5) 免状交付手数料（電気工事士免状交付申請書に貼り付けて提出）
・6,000円分の島根県収入証紙（収入印紙ではないのでご注意を）
・島根県収入証紙は、島根県庁売店、島根県内の山陰合同銀行及び島根銀行等で販売しています。
(6) 卒業証明書及び単位修得証明書　　※実務経験期間を短縮する場合
・学校教育法による大学若しくは高等専門学校で電気工学に関する課程（電気理論、電気計測、電気機器、電気材料、送配電、製図（配線図を含むものに限る）及び電気法規）を修めて卒業した者で、試験合格後の実務経験（学校卒業後）を３年以上５年未満で申請する場合には、別添の単位取得・卒業証明書を添付してください。
(7) 住所等確認書類　　※住基ネット確認を希望しない場合
　　　・住民基本台帳ネットワーク（住基ネット）により申請者の氏名等を確認しますので、原則として提出は不要です。
(8) 免状送付先　　※申請書記入住所と異なる住所へ送付を希望される場合
・「郵便番号」「住所」を記載した書類（様式任意）を添付してください。
・免状は簡易書留で送付しますので、受取人がいる住所としてください。
３．提　出　先（持参または簡易書留でご提出ください）
　　〒690-0884　松江市南田町125-45　島根電設会館内
島根県電気工事工業組合
TEL 0852-21-7433　FAX 0852-31-8488
（様式１）
	 電気工事士免状交付申請書
                                                   　　　令和　    年　　月　　日
 　　　島根県知事　殿　　　　　　　　　　　　〒
 　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
                               　　　  (ﾌﾘｶﾞﾅ)
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日(和暦　Ｓ・Ｈ　）

　　　　　　年　　　月　　　日生　
(連絡先TEL：　　　　－　　　　－　　　　)
 　電気工事士法第４条第２項の規定により電気工事士免状の交付を受けたいので、次のとおり
 申請します。

	◎電気工事士免状を
 　受ける資格
	  １　第一種電気工事士試験に合格し、かつ、実務経験を有する
  ２　第二種電気工事士試験合格
  ３　養成施設終了
  ４　認定

	※　 受　 付　 欄
	※　　経 　過　 欄

	
	


(証紙貼付欄)
	※手数料の金額をお間違えないようご注意ください。
※手数料の間違い（過納、不足）に伴う簡易書留発送費用等は申請者負担とさせていただきます。


（様式２）
実務経験証明書
	フリガナ
	
	生年
月 日
	 昭和
 平成　　　年　　　月　　　日
令和

	氏名
	
	
	

	現住所
	〒
	(TEL　　　　　　　　)

	現在の勤務
先の名称及
び所在地
	名称
	

	
	所在地
	〒
	(TEL　　　　　　　　)

	実　務　経　験　の　期　間　及　び　内　容

	所属部署及び
役職名
	期　　　　　間
	職　　務　　の　　内　　容

	
	　　　 年　　月　　日
～
　　　 年　　月　　日
　　　 年　　月　　日
～
　　　 年　　月　　日
	

	通算期間
年　　　月
	

	　上記のとおり、実務経験を有することを証明します。
　　令和　　年　　月　　日
　　所　在　地　　〒
　　法　人　名
　　電気工事業法登録番号（みなしを含む）：　
　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　（法人以外の場合にあっては事業所名及び任命権者等の氏名）


単 位 取 得 ・ 卒 業 証 明 書
(フリガナ)
氏名　　　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　　年　　月　　日
上記の者は、本校において電気理論、電気計測、電気機器、電気材料、送配電、製図（配線図を含むものに限る。）及び電気法規の電気工学に関する所定の課程を修めて、
　　　　年　　月　　日に卒業したことを証明する。
　　年　　月　　日　　
学校名　
学校長名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
（様式１）
	 電気工事士免状交付申請書
                                                   　　　   令和　〇年　〇月　〇日
 　　　島根県知事　殿　　　　　　　　　　　　　〒〇〇〇－〇〇〇〇
 　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　所　〇〇市〇〇町１－１　　　　　　　
                               　　　  (ﾌﾘｶﾞﾅ)　シマネ　タロウ
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　島根　太郎　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日（和暦　Ｓ・Ｈ　）

　　　　　〇〇年　　〇月　　〇日生
（連絡先TEL：１２３４－５６－７８９０）
 　電気工事士法第４条第２項の規定により第一種電気工事士免状の交付を受けたいので、次の
 とおり申請します。

	◎電気工事士免状を
 　受ける資格
	  １　第一種電気工事士試験に合格し、かつ、実務経験を有する
  ２　第二種電気工事士試験合格
  ３　養成施設終了
  ４　認定

	 　※　　 受　 　付　 　欄
	 　※　　　　　経 　　過　 　欄

	
	


(証紙貼付欄)
	※手数料の金額をお間違えないようご注意ください。
※手数料の間違い（過納、不足）に伴う簡易書留発送費用等は申請者負担とさせていただきます。


（様式２）
実務経験証明書
	ふりがな
	　しまね　たろう
	生年
月 日
	 昭和
 平成　〇〇年　　〇月　　〇日
令和

	氏名
	島根　太郎
	
	

	現住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町１－１　
	(TEL　1234-56-7890　)

	現在の勤務
先の名称及
び所在地
	名称
	（株）〇〇

	
	所在地
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町２－２　
	(TEL　2234-56-7890　)

	実　務　経　験　の　期　間　及　び　内　容

	所属部署及び
役職名
	期　　　　　間
	職　　務　　の　　内　　容

	〇〇営業所
本社
	　平成２６年　５月１日
～
　平成３１年４月３０日
　令和元年　５月　１日
～
　令和２年　３月３１日
	第二種電気工事士免状交付：平成２６年４月１日
期間中、一般用電気工作物の新築増築に伴う電気配電工事を約〇〇件実施した。
期間中、一般用電気工作物の新築増築に伴う電気配電工事を約〇〇件実施した。

	通算期間
	５年　１１月
	

	　上記のとおり、実務経験を有することを証明します。
　　令和　２年　４月　１日
　　所　在　地　　〒〇〇〇－〇〇〇〇
　　法　人　名　（株）〇〇
　　電気工事業法登録番号（みなしを含む）：　島根県知事登録第１２３４５６号
　　代表者氏名　　代表取締役社長　〇〇　〇〇　　　　印
　（法人以外の場合にあっては事業所名及び任命権者等の氏名



（様式２）
実務経験証明書
	ふりがな
	　しまね　たろう
	生年
月 日
	昭和 
 平成　〇〇年　　〇月　　〇日
令和

	氏名
	島根　太郎
	
	

	現住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町１－１　
	(TEL　1234-56-7890　)

	現在の勤務
先の名称及
び所在地
	名称
	（株）〇〇

	
	所在地
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町２－２　
	(TEL　2234-56-7890　)

	実　務　経　験　の　期　間　及　び　内　容

	所属部署及び
役職名
	期　　　　　間
	職　　務　　の　　内　　容

	〇〇営業所
本社
	　平成２６年　５月１日
～
　平成３１年４月３０日
　令和元年　５月　１日
～
　令和２年　３月３１日
	認定電気工事従事者証：平成２６年４月１日
期間中、自家用電気工作物（５００ｋＷ未満）の新築増築に伴う電気配電工事を約〇〇件実施した。
期間中、自家用電気工作物（５００ｋＷ未満）の新築増築に伴う電気配電工事を約〇〇件実施した。

	通算期間
	５年　１１月
	

	　上記のとおり、実務経験を有することを証明します。
　　令和　２年　４月　１日
　　所　在　地　　〒〇〇〇－〇〇〇〇
　　法　人　名　（株）〇〇
　　電気工事業法登録番号（みなしを含む）：　島根県知事登録第１２３４５６号
　　代表者氏名　　代表取締役社長　〇〇　〇〇　　　　印
　（法人以外の場合にあっては事業所名及び任命権者等の氏名
　　　　



（様式２）
実務経験証明書
	ふりがな
	　しまね　たろう
	生年
月 日
	 昭和
 平成　〇〇年　　〇月　　〇日
令和

	氏名
	島根　太郎
	
	

	現住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町１－１　
	(TEL　1234-56-7890　)

	現在の勤務
先の名称及
び所在地
	名称
	（株）〇〇

	
	所在地
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町２－２　
	(TEL　2234-56-7890　)

	実　務　経　験　の　期　間　及　び　内　容

	所属部署及び
役職名
	期　　　　　間
	職　　務　　の　　内　　容

	〇〇営業所
本社
	　平成２６年　５月１日
～
　平成３１年４月３０日
　令和元年　５月　１日
～
　令和２年　３月３１日
	期間中、自家用電気工作物（５００ｋＷ以上）の新築増築に伴う電気配電工事を電気主任技術者の指揮監督の基、約〇〇件実施した。
期間中、自家用電気工作物（５００ｋＷ以上）の新築増築に伴う電気配電工事を電気主任技術者の指揮監督の基、約〇〇件実施した。
【主な工事件名】
　・〇〇製作所の工場増設工事

	通算期間
	５年　１１月
	

	　上記のとおり、実務経験を有することを証明します。
　　令和　２年　４月　１日
　　所　在　地　　〒〇〇〇－〇〇〇〇
　　法　人　名　（株）〇〇
　　電気工事業法登録番号（みなしを含む）：　島根県知事登録第１２３４５６号
　　代表者氏名　　代表取締役社長　〇〇　〇〇　　　　印
　（法人以外の場合にあっては事業所名及び任命権者等の氏名
　　　　



（様式２）
実務経験証明書
	ふりがな
	　しまね　たろう
	生年
月 日
	 昭和
 平成　〇〇年　　〇月　　〇日
令和

	氏名
	島根　太郎
	
	

	現住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町１－１　
	(TEL　1234-56-7890　)

	現在の勤務
先の名称及
び所在地
	名称
	（株）〇〇

	
	所在地
	〒〇〇〇－〇〇〇〇
〇〇市〇〇町２－２　
	(TEL　2234-56-7890　)

	実　務　経　験　の　期　間　及　び　内　容

	所属部署及び
役職名
	期　　　　　間
	職　　務　　の　　内　　容

	〇〇営業所
〇〇営業所
	　平成２６年　５月１日
～
　平成３１年４月３０日
　令和元年　５月　１日
～
　令和２年　３月３１日
	期間中、事業用電気工作物の新増設、改修工事を約〇〇件実施した。
期間中、事業用電気工作物の新増設、改修工事を約〇〇件実施した。


	通算期間
	５年　１１月
	

	　上記のとおり、実務経験を有することを証明します。
　　令和　２年　４月　１日
　　所　在　地　　〒〇〇〇－〇〇〇〇
　　法　人　名　（株）〇〇
　　電気工事業法登録番号（みなしを含む）： 
　　代表者氏名　　代表取締役社長　〇〇　〇〇　　　　印
　（法人以外の場合にあっては事業所名及び任命権者等の氏名
　　　　



　
単 位 取 得 ・ 卒 業 証 明 書

(フリガナ)　　　シマネ　タロウ
氏名　　島根　太郎
生年月日　　昭和〇〇年　〇月　〇日
上記の者は、本校において電気理論、電気計測、電気機器、電気材料、送配電、製図（配線図を含むものに限る。）及び電気法規の電気工学に関する所定の課程を修めて、
平成〇〇年　〇月　〇日に卒業したことを証明する。
平成〇〇年　〇月　〇日　　

学校名　国立大学法人　〇〇大学
学校長名　〇〇　〇〇　　　　　　　　㊞
【凡例】


青字：記入例


吹出：注意事項





記入例





住所は住民票住所を記載してください。





日中でも連絡がとれる番号を記載してください。





【凡例】


青字：記入例


吹出：注意事項





記入例：一般用電気工作物で実務経験





法人の場合で代表者以外の証明の場合には委任状の提出が必要





【凡例】


青字：記入例


吹出：注意事項





記入例：５００ｋＷ未満の自家用電気工作物で実務経験





法人の場合で代表者以外の証明の場合には委任状の提出が必要





【凡例】


青字：記入例


吹出：注意事項





記入例：５００ｋＷ以上の自家用電気工作物で実務経験





法人の場合で代表者以外の証明の場合には委任状の提出が必要





【凡例】


青字：記入例


吹出：注意事項





記入例：事業用電気工作物で実務経験





法人の場合で代表者以外の証明の場合には委任状の提出が必要





【凡例】


青字：記入例


吹出：注意事項





記入例





学校の所定様式で単位取得証明書と卒業証明書を分けてもいい。


ただし、単位所得証明書は、本書の電気工学に関する課程を収めていることが判る証明書にしてください。








学校教育法による大学もしくは高等専門学校（修業年限５年、一般の専門学校は含まない。）の学校長名








